
※ 第四北越フィナンシャルグループを「第四北越FG」または「FG」と記載しております

証券コード 7327

2027年3月期 第1四半期

決算の概要
2026年7月31日
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2026年6月期決算 概要

前年同期比

コア業務粗利益 360 69 290

275 39 235

（うち貸出金利息） 203 42 161

（うち有価証券利息配当金） 153 2 151

（うち資金調達費用（▲）） 125 13 111

43 4 39

41 25 16

経費（▲） 157 3 154

コア業務純益 202 65 136

（除く投資信託解約損益） 188 60 128

経常利益 234 67 167

特別損益 ▲0 ▲0 0

四半期純利益 162 43 119

＜ネット信用コスト（▲）＞ ▲1 ▲5 4

＜有価証券関係損益＞ 24 1 22

資金利益

役務取引等利益

その他業務利益（除く国債等債券損益）

2026年6月期

決算

2025年6月期

決算

前年同期比

経常利益 252 77 175

四半期純利益
※1 176 48 127

2026年6月期

決算

2025年6月期

決算
FG連結
（億円）

※1 親会社株主に帰属する四半期純利益

2025年6月期 2026年6月期

銀行
単体
＋43

グループ
会社
＋4

連結
調整等

＋1

127

176

＜FG連結四半期純利益＞ 増減要因（億円）

◆ FG連結四半期純利益は、前年同期比+48億円の176億円

＜銀行単体＞

➢銀行単体の四半期純利益は、前年同期比＋43億円の162億円

➢ トップラインであるコア業務粗利益は、前年同期比＋69億円の360億円

資金利益は同＋39億円、非金利収益（役務取引等利益およびその他

業務利益）は同＋29億円といずれも増加

➢経費は、賃上げや戦略的投資の増加を主因に、前年同期比+3億円の157億円

➢ネット信用コストは、前年同期比▲5億円の▲1億円（戻入）

＜銀行を除くグループ会社＞

➢ グループ各社の四半期純利益の合計は、前年同期比＋4億円の11億円

＜決算の主なポイント＞ 銀行単体
（億円）

※2 銀行を除くグループ会社の親会社株主に帰属する四半期純利益の合計

前年同期比

四半期純利益※2 11 4 7

2025年6月期

決算

銀行除く

グループ会社
（億円）

2026年6月期

決算
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銀行単体 四半期純利益の増減要因

（億円）

2025年6月期
銀行単体四半期純利益

2026年6月期
銀行単体四半期純利益

119

162
貸出金
利息
＋42

有価証券
利息配当金

＋2

有価証券
関係損益

＋1

資金調達
費用等(▲)

＋18

経費
（▲）

＋3

ネット
信用コスト
（▲）
▲5

税金等
▲28

役務取引
等利益
＋4

前年同期比

＋43億円

コア業務粗利益 ＋69

預け金
利息
＋13

資金利益 ＋39

利回り要因：+33
残高要因 ：+8

国債等債券損益：▲35
株式等関係損益：＋37

外貨調達コスト等（▲）：▲5
預金等利息（▲）：＋23

人件費：＋0
物件費：＋1
税 金：＋1

その他
業務利益

（除く国債等
債券損益）

＋25

外為デリバティブ収益の
増加が主因

非金利収益 ＋29

◼銀行単体の四半期純利益は、前年同期比＋43億円の162億円

銀行部門
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31,873 34,073 
37,298 

34,428 
37,562 

14,877 
15,172 

15,870 
15,237 

16,074 

7,800 
6,896 

5,981 
6,452 

5,600 

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2026年
6月期

事業性 消費性 公金・金融

貸出金残高・利回り等銀行部門

◼貸出金残高（末残）は、県外事業性貸出、消費性貸出の増加を主因に、前年同期比＋3,117億円

◼貸出金利回りは、市場金利の上昇や短期プライムレートの引き上げにより上昇

（億円）

54,551
56,143

59,150 59,236

貸出金残高・利回り

1.21％ 1.37%

【平均残高・利回り】

0.99％0.91％

53,559 54,936 57,459 59,339

不計上利息考慮前（％）

貸出金 平均利回りの推移

新規実行金利の推移

1.041
1.142 1.178 1.193 1.244

1.386
1.467

1.421 1.461
1.572 1.628 1.621 1.623

1.740

12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

0.930

1.278 1.136
1.344

1.559

1.832
1.922

1.810
1.703

1.849

1.554 1.636

1.781 1.774

12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月
2024年 2025年

2024年 2025年

（％） 消費性事業性

消費性事業性

+3,117
＋5.5％

県外事業性貸出
前年同期比＋3,259億円

消費性貸出
前年同期比＋837億円

証書貸付（円貨）新規実行ベース

1.14％

56,236

56,119

2026年

2026年

手数料定率型
住宅ローン※

の割合が増加

※借入額に対して一定割合の手数料を支払う低金利型の住宅ローン
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7,043 7,649
8,639

7,781 
8,889 

1,944
1,940

2,480

2,067 

2,887 

690
726 

1,068 

932 

1,171 

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2026年
6月期

保険 投資信託 公共債

12,947

9,679

預金等残高・預かり資産残高銀行部門

57,171 57,114 57,172 57,489 57,558

23,127 23,476 23,780 24,000 24,749

7,160 7,212 6,371 5,650 5,741

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2026年6月期

個人 法人 その他（公金・その他）
（億円）

87,80387,459 87,325 88,049

預金等残高（末残）

（億円）

10,316

12,187

預かり資産残高（末残）

98,120 99,512

【参考】預金等残高と預かり資産残高の合計（末残）

97,139 100,996

◼預金等残高（末残）は、個人・法人・公金等のいずれも増加し、前年同期比+908億円。預金等残高（平残）も増加

◼預かり資産残高（末残）も、保険・投資信託・公共債のいずれも増加

+2,166
＋20.0％

+908
＋1.0％

85,773 85,939 86,056 87,822

【平均残高】

2026年
6月期

97,92287,296

87,141

10,781

（含むファンドラップ）
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6.1%

14.2%

12.4%

9.4%

35.4%

22.2%

市場性
変動金利

短プラ連動型

固定金利
１年以内

固定金利
５年超

固定金利
１年超 ３年以内

固定金利
３年超

５年以内

貸出金・預金等の構成銀行部門

貸出金の構成（貸出金全体）2026年6月末

（注）延滞貸出除く

変動金利の割合

57.7%
（2026/3期比＋0.8pt）

◼貸出金全体の変動金利貸出の割合が上昇。預貸金レート差は1.11%（前年同期比＋0.12pt）に拡大

22.7%

74.0%

定期預金

その他3.1%

流動性預金

預金等の構成 2026年6月末

預金等利回り・預貸金レート差の推移

定期預金の割合

2026/3期比＋0.6pt

0.04 0.05
0.15 0.16 0.17 0.18

0.26

0.93 0.94 0.99 1.01 1.01 1.03
1.11

12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

預貸金レート差預金等（％）

2024年 2025年 2026年
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非金利収益 ※ 役務取引等利益及び国債等債券損益を除くその他業務利益等の
合計額（除く市場運用部門収益・外貨調達コスト）

非金利収益

金融ソリューション収益

資産運用アドバイス収益

（億円）

銀行・営業部門

◼非金利収益（営業部門）は、外為デリバティブ取引の増加を主因に、前年同期比21億円増加の83億円

（億円）

（億円）

88 87 84 

19 21 

165 175 175 

27 
45 

31 
34 

56 

16 

17 

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2026年
6月期

資産運用アドバイス 金融ソリューション その他

297

83

317

62

＋21
＋34.5％

285

27 

45 

25 

44 
0.7

0.9

2 

0.9

2023年
6月期

2024年
6月期

2025年
6月期

2026年
6月期

エクイティ・ソリューション収益

ファイナンシャル・スキーム収益

46 45

27

（M&A・事業承継等）

（シンジケートローン・外為デリバティブ取引等）

27

13 15 13 13 

4 
5 

4 6 
1 

0.7
1 

1 

2023年
6月期

2024年
6月期

2025年
6月期

2026年
6月期

保険 投資信託 その他

22 21
1919
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有価証券運用 ※商品有価証券を除く

15,551 14,686 
11,026 11,172 

7,122 7,556 

6,500 
4,575 

2,046 1,984 

2,255 
2,481 

5,821 
4,664 

5,143 
5,507 

2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期 2026年6月期

国内債券 外国証券 株式 その他証券

(円債)

(外債)

1.39% 1.58% 2.02% 2.66%利回り

（億円）

デュレー
ション

28,892
30,542

24,926
23,736

3.71年

0.85年

3.72年

1.29年

4.25年

3.04年

4.63年

2.86年

有価証券関係損益

有価証券評価損益有価証券残高（末残）

2026/3期 2026/6期
2026/3期比

評価損益 752 1,046 ＋294

国内債券 ▲697 ▲734 ▲36

外国証券 ▲9 1 ＋11

株式 1,253 1,487 ＋234

その他証券 207 291 ＋84

2025/6期 2026/6期
前年同期比

①＋② 22 24 ＋1

①国債等債券損益 ▲2 ▲38 ▲35

②株式等関係損益 25 62 ＋37

銀行部門

（億円）

（億円）

◼低利回り債券の売却と、利回りが上昇した国内債券の購入等により、有価証券利回りは2.66％に上昇

◼有価証券評価損益は2026年3月期比＋294億円の1,046億円

繰延ヘッジ考慮後
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61.5
56.3

47.9
40.5

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2026年
6月期

経費銀行部門

◼経費は、賃上げをはじめ人的資本価値向上に向けた継続的な投資やデジタル分野などへの戦略的投資により前年同期比3億円の増加

◼人的資本価値向上に資する投資については、従来通り年５％以上増加させていく方針

300 305 313 

79 79

240 245 
259 

65 66

35 34 
40 

9 11

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2026年
6月期

人件費 物件費 税金

585

157

613

154

連結OHR

（％）

経費の増減要因

2025年6月期 2026年6月期

157

154

人件費
＋0.9

戦略的
投資
＋5

税金
＋1

経費
＋3

コンサルティング機能の強化、
お客さまの利便性向上に向けた
デジタル化、職員の能力開発に
向けた研修費 等

賃上げが主因

物件費 ＋1

減価償
却費等

▲3

計画比

▲8億円

＋3
＋2.5％

（億円）
（億円）

577

FG連結ベース、国債等債券損益を除いて算出
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57

35

69

ネット信用コスト

4 ▲ 1

75 64 82 65 74

1,112 1,074 1,048 1,058 1,014

50
43 34 38

38

破産更生等債権 危険債権 要管理債権

2.22 2.06 1.94 2.03 1.87

（億円）

不良債権比率と不良債権額

（％）

（億円）

0

不良債権比率

1,182
1,238

銀行部門 不良債権比率／ネット信用コスト

1,127

2024年
3月期

ネット信用コスト

2026年
3月期

2025年
6月期

2025年
3月期

2026年
6月期

1,165

2024年
3月期

2026年
3月期

2025年
6月期

2025年
3月期

2026年
6月期

1,161

（戻入）

2
▲ 9 ▲ 11

▲ 1 ▲0

62 
55 

88 

9 8 

▲ 2
▲0▲ 7

▲ 8 ▲ 7

▲ 3 ▲ 8

一般貸倒引当金繰入額 不良債権処理額

貸倒引当金戻入益（▲） 偶発損失引当金戻入益（▲）

償却債権取立益（▲）
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2027年3月期 中間期・通期業績予想 上方修正

⚫ 2026年5月に公表した業績予想は、国内政策金利の引上げ（0.75%→1.00%）時期を本年12月と

する前提で策定。本年6月に利上げが実施されたことを主因に、貸出金利息や有価証券利息配当金等の

資金利益が当初予想を上回る見通し

⚫ 今回上方修正した業績予想は、国内政策金利が1.00％で据え置かれる前提であり、今後も金利動向や

業績の進捗等を踏まえ、必要に応じて業績予想の修正を実施する

主な
修正内容

2027年3月期 業績予想
（単位：百万円）

中間期（2026年9月期） 通期（2027年3月期）

5月公表
予想

今回修正
予想

（2026.7.31公表）

5月公表
予想

今回修正
予想

（2026.7.31公表）5月予想比 5月予想比

FG連結

経常利益 36,000 38,800 ＋2,800 73,600 78,000 ＋4,400

当期（中間）純利益 24,500 26,400 ＋1,900 50,000 53,000 ＋3,000

銀行単体

経常利益 33,500 36,300 ＋2,800 67,600 72,100 ＋4,500

当期（中間）純利益 22,900 24,900 ＋2,000 46,100 49,200 ＋3,100

－国内政策金利引上げによる資金利益の増加を織り込む－

2027年3月期のFG連結当期純利益を530億円へ上方修正
（第三次中期経営計画最終年度）
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20 20 20 20 24.16 
43.66 

63 

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期
（予想）

【期末】 10円
【中間】
第四銀行7.5円
北越銀行5円

株主還元

80

第三次中期経営計画第二次中期経営計画第一次中期経営計画

1株当たり
配当額（年額）

（円）

株主還元率
（％）

（平均41.8％）

42.0 
42.5 

50.7 

36.1 39.2 40.3 43.9 40.0 

配当性向
（42.5％） （50.7％） （36.1％） （30.7％） （30.8％）

（除く負ののれん発生益）

※ 1株当たり配当額（年額）：2024年10月1日および2025年10月1日に実施した株式分割
を踏まえ、過去に遡り株式分割後の配当額に換算

（39.8％）

2027年3月期 配当金予想※

（40.0％）

76
(5月予想)

増配予想

前年比17円増配

5月予想比 4円増配

株主還元方針

金融グループの公共性に鑑み、将来にわたって株主各位に報いていくために、収益基盤の強化に向けた内部留保の充実を考慮しつつ、

安定的な株主還元を継続することを基本方針といたします。

具体的には、１株当たり配当金は原則として累進的とし、配当性向は40%程度とします。自己株式の取得は業績や市場環境等を

総合的に考慮したうえで機動的に実施します。

なお、当期純利益の増強を基本としてROE向上に取り組んでいく方針であり、早期に10％以上を達成のうえ、さらに高い水準を目指します。

2027年3月期の配当予想は5月公表の当初予想比4円増配の80円
（中間期 同+2円、期末 同+2円）
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（参考）2027年3月期業績予想の増減要因 上方修正

（億円）

2026年3月期
当期純利益

2027年3月期
当期純利益

＜FG連結＞ 増減要因（億円）

前年比

経常利益 780 168

当期純利益※1 530 108

FG連結
2027年3月期

業績予想

421

銀行単体 ＋106【+30】

ネット
信用
コスト
(▲)
▲19

有価
証券
関係
損益
＋98 連結

調整等
＋5

グループ
会社
▲3

530
【+30】

貸出金
利息

＋180
【+59】

経費
(▲)
＋59

税金等
▲28

【▲14】

有価
証券
利息

配当金
＋2

【+10】

資金
調達

費用等
（▲）
＋80

【+25】

前年比

グループ会社収益 36 ▲3

銀行を除く

グループ会社

2027年3月期

業績予想

※1 親会社株主に帰属する当期純利益

非金利
収益
▲26

資金利益 ＋102【+44】

コア業務粗利益 ＋76【+44】

【金利前提】 2026年6月以降、日銀政策金利0.75％→1.00％

◼第三次中期経営計画最終年度となる2027年3月期のFG連結当期純利益は、前年比108億円増益の530億円を見込む

前年比

コア業務粗利益 1,286 76

資金利益 998 102

287 ▲26

経費 672 59

人件費 325 12

物件費 297 38

コア業務純益 614 18

経常利益 721 154

当期純利益 492 106

<ネット信用コスト> 50 ▲19

<有価証券関係損益> 115 98

役務取引等利益およびその他業務

利益（除く国債等債券損益）

銀行単体
2027年3月期

業績予想

（増加要因）
・人的資本への投資
・DX・AI関連投資

※括弧内の計数【赤字】は、2026/5公表の当初業績予想からの増減
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（参考）第三次中期経営計画 経営指標目標 上方修正

270

第三次中期経営計画（2024年度～2026年度）

連結当期純利益※1

※1 親会社株主に帰属する当期純利益

（億円）

2026年度計画2025年度2024年度

350

530

上方修正
4回目

（2026.7.31公表）

421 400

293

＋127

＋108

中計策定
当初計画

（2024/4公表）

上方修正
2回目

（2025/3公表）
上方修正

1回目
（2024/11公表）

上方修正
3回目

（2026/4公表）

500

連結OHR※2

連結ROE 5.9% 8.0%

56.3% 47.9%

8.9%以上

48%台

5%以上

61%台

当初計画
（2024/4公表）

修正前計画
（2026/4公表）

8.7%以上

50%台

修正後計画
（2026.7.31公表）

※2 連結粗利益（国債等債券損益を除く）に対する連結営業経費の割合



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化などにより、異なる可能性があることにご留意ください。

お問い合わせ先
第四北越フィナンシャルグループ

経営企画部
ＴＥＬ 025－224－7111

E-mail g113@dh01.dhbk.co.jp


